
特記仕様書（展示工事編） 

 
Ⅰ 業務概要 
１．業務名称 ：令和８年度新宿御苑展示工事等工事監理業務 

 
２．対象施設の概要 

この自然公園等工事監理業務（以下「本業務」という。）の対象となる施設（以下「対象施設」

という。）の概要は、以下のとおりとする。 
(1) 対象施設名称 ：温室、旧洋館御休所、森の家 
(2) 敷地の場所 ：東京都新宿区内藤町 11 
(3) 施 設 用 途 ：博物展示施設、休憩所 
(4) 延 べ 面 積 ：展示エリア 336 ㎡ 
 

３．特記仕様書の適用 
当該業務の特記仕様書は、造園工事（標識）編及び展示工事編の２つにより構成される。 
本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載された特記事項については「・」印に「○」

印が付いたものを適用し「・」印に「○」印の付かない場合は「※」印の付いたものを適用する。

また、「・」印と「※」印の両方に「○」印の付いた場合は、共に適用する。 
 

４．対象工事の概要 
本業務の対象となる工事（以下「対象工事」という。）の概要は以下のとおりとする。 
対象工事の名称 ： 令和８年度新宿御苑展示工事 
対象工事の工期 ： ～ 令和９年３月 31 日 

   詳細は別紙工事図面及び特記仕様書 
５．履行期間 ： 契約締結日の翌日から令和９年３月 31 日まで 

   
Ⅱ 業務仕様 

特記仕様書に記載されていない事項は、「建築工事監理業務委託共通仕様書（平成 27 年 10 月改

定版）」（国土交通省大臣官房官庁営繕部制定）（以下「共通仕様書」という。）による。 
 １．管理技術者等の資格要件 

業務の実施にあたっては、次の資格要件を有する管理技術者、担当技術者及び建築設備資格者

（以下「管理技術者等」という。）を適切に配置した体制とする。 
(1)  管理技術者 

管理技術者は、次の全ての要件を満たし、かつ、設計図書の設計内容を的確に把握する能

力、工事監理等についての高度な技術能力及び経験を有する者とする。 
なお、受注者が個人の場合にあってはその者、会社その他の法人である場合にあっては当

該法人に所属する者を配置しなければならない。また、管理技術者は、調査職員の承諾得て、

同一部門の担当技術者を兼務することができる。 
○・ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号。以下同じ。）に規定する一級建築士 
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・ 建築士法に規定する一級建築士又は二級建築士 
・ 建築士法に規定する建築設備に関する知識及び技能につき国土交通大臣が定める資格を 
有する者 

○・ 公共建築工事標準仕様書（ ○・建築工事編 ・電気設備工事編 ・機械設備工事編 ）（国

土交通省大臣官房官庁営繕部制定。以下同じ。）又はそれに準ずる仕様書を適用した工事の

工事監理を実施した経験を有すること 
○・ 博物展示施設における展示工事の工事監理を実施した経験を有すること 
○・ 上記のほか、実務経験等に関して次のいずれかの条件を満たす者 
○・ 博物展示施設の展示について２件以上の工事監理の実務経験相当の能力を有すること 
・ 博物展示施設の展示について１件以上の工事監理の実務経験相当の能力を有すること 

   (2)  担当技術者 
担当技術者については、次の全ての要件を満たし、かつ、設計図書の設計内容を的確に判断

するとともに、工事監理等についての技術能力及び経験を有する者とする。 
○・ 博物展示施設における展示工事の工事監理を実施した経験を有すること 
○・ 実務経験等に関して次のいずれかの条件を満たす者 
○・ 博物展示施設の展示について２件以上の工事監理の実務経験相当の能力を有すること 
・ 博物展示施設の展示について１件以上の工事監理の実務経験相当の能力を有すること 

   ・ 担当技術者については、次の部門に限り兼務して良いこととする 
    ・ 建築（意匠）と建築（構造） 
    ・ 電気設備と機械設備 

 
２．工事監理業務の内容 
 (1) 一般業務 

一般業務は、共通仕様書「第２章 工事監理業務の内容」に規定する項目のほか、次による。

各項に定める確認及び検討の詳細な方法については、共通仕様書の定めによるほか、調査職員

の指示によるものとする。また、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに調査職員と協議

するものとする。 
a. 工事監理に関する業務 

1)  工事監理方針の説明等  
① 工事監理方針の説明 

 ○・ 工事監理の着手に先立ち、工事監理体制その他工事監理方針について発注者に説明

する。 
②  工事監理方法変更の場合の協議 

        ○・ 工事監理の方法に変更の必要が生じた場合、発注者と協議する。 
2)  設計図書の内容の把握等の業務 

①  設計図書の内容の把握 
        ○・ 当該事業の位置付け、経緯、を把握する。 

○・旧皇室園地整備運営計画に関する報告（昭和 24 年４月 20 日） 
○・観光立国推進基本計画（令和８年３月 27 日） 
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○・平成 14 年度新宿御苑「環境の杜」構想 
○・ 設計図書の内容を把握し、設計図書に明らかな矛盾、誤謬、脱漏、不適切な納まり

当を発見した場合には、発注者に報告し、必要に応じて設計者に確認する。 
○・ 設計者への確認 

       ○・ 工事施工者への通知 
        

②  質疑書の検討  
○・工事施工者から工事に関する質疑書が提出された場合、設計図書に定められた品質

（計上、寸法、仕上がり、機能、性能等を含む。）確保の観点から技術的に検討し、

必要に応じて設計者に確認の上、回答を工事施工者に通知する。 
        ○・ 工事施工者からの質疑対応 

○・ 設計者への確認 
       ○・ 工事施工者への通知 

3)   施工図等を設計図書に照らして検討及び報告する業務 
①  施工図等の検討及び報告 

設計図書の定めにより、工事施工者が作成し、提出する施工図（躯体図、工作図、

製作図等をいう。）、制作見本、見本施工当が設計図書の内容に適合しているかについ

て検討し、発注者に報告する。検討に当たっては、設計図書との整合性の確認、納ま

りの確認、建築工事と設備工事との整合の確認等について、十分留意する。 
○・ 施工図の検討をより効率的に行うために、施工図の作成の基礎となる総合図を作

成した場合についても検討を行うこととする。 
○・ 別紙 「重点工事監理項目」に係る部分の施工図について、特に留意して行うこ

ととする。  
       ・ 

②  工事材料、設備機器等の検討及び報告 
○・ 設計図書の定めにより、工事施工者が提案又は提出する工事材料、設備機器等（当

該工事材料、設備機器等に係る製造者及び専門施工業者を含む）及びそれらの見本

が設計図書の内容に適合しているかについて検討し、発注者に報告する。 
○・ 別紙 「重点工事監理項目」について、特に留意して行うこととする。 

 4)   工事と設計図書との照合及び確認 
○・ 工事施工者の行う工事が設計図書の内容に適合しているかについて、設計図書に定め

のある方法による確認のほか、目視による確認、抽出による確認、工事の施工者等か

ら提出される品質管理記録の確認の等、合理的な方法により行うこととする。 
○・ 別紙 「重点工事監理項目」について、特に留意して行うこととする。 
○・ 共通仕様書２章２.１.(4)に定める「確認対象工事に応じた合理的方法」については「工

事監理ガイドライン」（平成 21 年９月１日国土交通省住宅局策定）による。 
     ・ 

5)   工事と設計図書との照合及び確認の結果報告等 
  ○・ 工事と設計図書との照合及び確認の結果、工事が設計図書のとおり実施されていな
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いと認められる時、直ちに、工事施工者に対して、その旨を指摘し、当該工事を設計

図書のとおり実施するよう求め、工事施工者がこれに従わない時は、その旨を発注者

に報告する。なお、工事施工者が設計図書のとおり施工しない理由について発注者に

書面で報告した場合においては、発注者及び工事施工者と協議する。 
6)   工事監理報告書等の提出 

     ○・ 工事と設計図書の照合及び確認を全て終えた後、工事監理報告書等を発注者に提出す

る。 
 

b. 工事監理に関するその他の業務 
1)  請負代金内訳書の検討及び報告 
  工事施工者から提出される請負代金内訳書の適否を合理的な方法により検討し、発注者

に報告する。 
 ○・ 工事請負契約の定めにより 
2)  工程表の検討及び報告 
 ○・ 工事請負契約の定めにより工事施工者が作成し、提出する工程表について、工事請負契

約に定められた工期及び設計図書に定められた品質が確保できない恐れがあるかについ

て検討し、確保できない恐れがあると判断する時は、その旨を発注者に報告する。 
3)  設計図書に定めのある施工計画の検討及び報告 
 ○・ 設計図書の定めにより、工事施工者が作成し、提出する施工計画（工事施工体制に関す

る記載を含む。）について、工事請負契約に定められた工期及び設計図書に定められた品

質が確保できない恐れがあるときについて検討し、確保できない恐れがあると判断する

時には、その旨を発注者に報告する。 
4)  工事と工事請負契約との照合、確認、報告等 

①  工事と工事請負契約との照合、確認、報告 
      ○・ 工事施工者の行う工事が工事請負契約の内容（設計図書に関する内容を除く）に適

合しているかについて、目視による確認、抽出による確認、工事施工者から提出さ

れる品質管理記録の確認等、合理的な方法により確認を行う。なお、確認の結果、

適合していない箇所がある場合、工事施工者に対して是正の指示を与え、工事施工

者がこれに従わない時は、その旨を発注者に報告する。 
      

②   工事請負契約に定められた指示、検査等 
      ○・ 工事請負契約に定められた指示、検査、試験、立会い、確認、審査、承認、助言、

協議等（設計図書に定めるものを除く。）を行い、また工事施工者がこれを求めた時

には、速やかにこれに応じる。 
 

      ③   工事が設計図書の内容に適合しない疑いがある場合の破壊検査  
      ○・ 工事施工者の行う工事が設計図書の内容に適合しない疑いがあり、かつ、破壊検査

が必要と認められる相当の理由がある場合にあっては、工事請負契約の定めにより、

その理由を工事施工者に通知の上、必要な範囲で破壊して検査する。 
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5)  関係機関の検査の立会い等 
      ・  建築基準法等に基づく関係期間の検査に必要な書類を工事施工者の協力を得てとりま

とめる。 
    6) 工事請負契約の目的物の引渡しの立会い 
     ○・ 工事施工業者から発注者への工事請負契約の目的物の引渡しに立会う。 

7) 工事費支払いの審査 
①  工事期間中の工事非支払い請求の審査 

      ・ 工事施工者から提出される工事期間中の工事費の支払い請求について、工事請負契

約に適合しているかどうかを技術的に審査し、発注者に報告をする。 
②  最終支払い請求の審査 
・ 工事施工者から提出される最終支払いの請求について、工事請負契約に適合してい

るかどうかを技術的に審査し、発注者に報告をする。 
(2) 追加業務 

追加業務は、次に掲げる業務とする。各項に定めた確認及び検討の詳細な方法については、

調査職員の指示によるものとする。また、業務内容に疑義が生じた場合には、速やかに調査職

員と協議するものとする。 
○・ 関連工事の調整に関する業務 

当該工事は令和８年度新宿御苑日本館御殿造園工事と密接に関連する場合にあたる。工

事の受注者等の協力を受けて調整を行うべき事項を検討し、その結果を調査職員に報告す

る。 
○・ 施工計画等の特別の検討・助言に関する業務 

現場、製作工場などにおける次に掲げる特殊な作業方法及び工事用機械器具について、

その妥当性を技術的に検討し、工事の受注者等に対して助言すべき事項を調査職員に報告

する。 
○・ 完成図の確認 

a. 設計図書の定めにより工事の受注者等が提出する完成図について、その内容が適切であ

るか否かを確認し、結果を調査職員に報告する。 
b. 前項の確認の結果、適切でないと認められる場合には、工事の受注者等に対して修正を

求めるべき事項を検討し、その結果を調査職員に報告する。 
 

(3) 工事監理者 
○・ ２.(2）に規定する管理技術者等の中から調査職員が認める者を建築基準法第５条の６

第４項に基づく工事監理者とする。 
 
３．業務の実施 

(1) 適用基準等 
本業務は以下に掲げる技術基準等を適用する。受注者は業務の対象である施設の設計内容及び

業務の実施内容が技術基準等に適合するよう業務を実施しなければならない。 
［○○○○］の記載がない場合は、国土交通省が制定又は監修しているので、国土交通省ホー



- 5 - 
 

ムページを参照すること。 
 なお、最新版を適用すること。◎は、官庁営繕関係統一基準 
［環境省自然局］は、環境省ホームページ（自然環境・生物多様性＞自然とのふれあい 自然

公園＞施設整備・技術開発など＞自然公園等事業に係る施設整備通達・技術基準等＞監督検査）

を参照すること。 
◎は、官庁営繕関係統一基準 

ａ．共通 
○・官庁施設の基本的性能基準 
○・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準◎ 
○・官庁施設の総合耐震診断・改修基準 
○・木造計画・設計基準 
○・木造計画・設計基準の資料 
○・官庁施設の環境保全性基準◎ 
○・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 
・建築物解体工事共通仕様書 
○・官庁施設の防犯に関する基準 
○・官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン【営繕工事編】【営繕業務編】 
○・自然公園等整備に係る工事監督・検査実施要領［環境省自然環境局］ 
※ 対象工事の設計図書（ｂ及びｃに示されたものを除く。）        ・ 貸与 

 
ｂ．建築 
○・建築工事設計図書作成基準 
○・敷地調査共通仕様書 
○・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）◎ 
○・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）◎ 
○・公共木造建築工事標準仕様書◎ 
○・建築設計基準 
○・建築設計基準の資料 
○・建築構造設計基準 
○・建築構造設計基準の資料 
○・建築工事標準詳細図 
○・構内舗装・排水設計基準 
○・構内舗装・排水設計基準の資料 
                                  ・貸与 

ｃ．設備 
○・建築設備計画基準 
○・建築設備設計基準 
○・建築設備工事設計図書作成基準 
○・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）◎ 



- 6 - 
 

○・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）◎ 
○・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）◎ 
○・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）◎ 
○・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）◎ 
○・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編）◎ 
○・雨水利用・排水再利用設備計画基準 
○・建築設備耐震設計・施工指針  ［一般財団法人日本建築センター］ 
○・建築設備設計計算書作成の手引 ［一般財団法人公共建築協会］ 
                                ・貸与 

(2) 打合せ及び記録（共通仕様書第３章 14） 
a. 調査職員と受注者との打合せについては、次の時期に行う。 

1) 業務着手時 
2) 業務計画書に定める時期 
3) 調査職員又は管理技術者が必要と認めたとき 
4)  その他（                ） 

b. 受注者は工事監理業務が適切に行われるよう、工事の受注者等と定期的かつ密接に連絡をと

り、施工状況について把握しなければならない。 
(3) 業務計画書（契約書第３条、共通仕様書第３章４） 
業務計画書に対する記載事項については、次のとおりとする。 
a. 業務一般事項 

1) 業務の目的 
2)  業務計画書の適用範囲 
3)  業務計画書の適用基準類 
4)  業務計画書に内容変更が生じた場合の処置方法 

業務の目的、本計画書の適用範囲及び本計画書の内容変更の必要が生じた場合の処置方

法を明確にした上で、その内容を記載する。 
b. 業務工程表 

対象工事の実施工程と整合を図るため、工事の受注者等から提出される工事の実施工程表

の内容を十分検討の上、作成する。 
なお、検討に用いた実施工程表についても参考として添付する。 

c. 業務体制 
1)  受注者側の管理体制 

必要事項を記載する。 
2)  業務運営計画 

受注者が現場定例会議に参加する場合は、現場定例会議の開催に係る事項（出席者、開催 
時期、議題、役割分担、その他必要事項）を記載する。現場定例会議に参加しない場合は、 
受注者が工事の受注者等と施工状況の確認のため、適切に連絡をとる方法について記載する。 

3)  管理技術者等の経歴 
必要事項を記載する。 
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4)  業務フロー 
調査職員により指示された内容の業務フローとする。当該部分の内容を把握の上、添付す 

る。 
d. 業務方針 

仕様書に定められた本業務内容に対する業務の実施方針について記載する。受注者として 
特に重点を置いて実施する業務等についても記載する。 

(4) 提出書類 
  本業務の実施に当たっては、「自然公園等設計業務様式一覧」の書類を各１部、遅滞なく提出

すること。 
(5) 処理基準 

本業務の処理については、「自然公園等整備に係る工事監督・検査実施要領」によるものとす 
る。 
環境省ホームページ（自然環境・生物多様性＞自然とのふれあい 自然公園＞施設整備・技術 
開発など＞自然公園等事業に係る施設整備通達・技術基準等＞監督検査）を参照すること。 

(6) 貸与品等  
○・ 平成 14 年度新宿御苑「環境の杜」構想 
貸与場所（新宿御苑管理事務所）  貸与時期（契約締結時） 
返却場所（新宿御苑管理事務所）  返却時期（契約締結後 30 日以内） 

(7) 履行報告書（契約書第 11 条） 
  受注者は、毎月５日までに前月に係る次の資料を整理し、調査職員に提出しなければならない。 
  ○・ 業務履行報告書 
  ○・ 業務実施報告書 
  ○・ 出勤簿 
  ○・ 工事監理記録表 
  ○・ 打合せ記録簿 
(8) 関係機関への手続等（共通仕様書第３章 13）  

・ 関係機関への手続等については、建築基準法等の法令に基づき関係機関等の検査（建築主

事等関係官署の検査）に必要な書類の原案を作成し調査職員に提出し、検査に立会う。 
 (9) 検査（契約書第 25 条、共通仕様書第３章 19） 
  a. 受注者は、工事監理業務が完了したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 
  b. 受注者は、前項の業務完了の通知を行うまでに、以下の書類で構成する業務報告書及びそ

の他書類等を調査職員に提出すること。  
     1) 業務報告書 
    ○・業務履行報告書 
    ○・業務実施報告書 
    ○・出勤簿 
    ○・工事監理記録表 
    ○・打合せ記録簿 

2) その他書類等 
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 ○・建築士法第 20 条第３項に基づく工事監理報告書 
(10) 部分払（契約書第 27 条） 
 a. 受注者は、契約書の規定に基づき部分払を請求するときは、業務履行部分確認請求書を提出

すること。 
 b. 受注者は、前項の業務履行部分確認請求書を提出するまでに、当該請求に係る出来形部分に

おける次の資料を整理し、調査職員の提出すること。 
  ○・業務履行報告書 
  ○・業務実施報告書 
  ○・出勤簿 
  ○・工事監理記録表 
  ○・打合せ記録簿 
(11) 保険等（契約書第 37 条） 
  受注者は、本業務を行うに際し、次の保険を付さなければならない。 
  ○・労働者災害補償保険 
   
(12) 業務実績情報の登録について（共通仕様書第３章３(3)） 
   請負金額 100 万円を超える業務については、業務完了後 10 日（ただし、土、日曜及び祝日

等は除く。）以内に、公共建築設計者情報システム（PUBDIS：ﾊﾟﾌﾞﾃﾞｨｽ）に「業務カルテ」を

登録する。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙） 重点工事監理項目  

   

 工事監理業務の内容（工事が設計図書の内容に合致するかどうかの確認） 

  施工図の検討については、下記に関連するものについて行う。 

章 区分：項目（細則） 確認内容 

仮設工事 

着工前準備工事（敷地境界） 境界石の位置、境界 

縄張り、遣方、他（縄張り） 建物の位置／建物の方位 

縄張り、遣方、他（ベンチマーク） 設置状況／高さ 

縄張り、遣方、他（遣方） 水平基準高さ／基準墨 

土工事 工法（根切り） 支持地盤（土質等） 

基礎工事 コンクリート 
強度・スランプ 

供試体：現場立会 

ユニット加

工 
展示物 製作図・製造方法・出来形・納品時品質確認 
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特記仕様書（造園工事（標識）編） 

 

１．件名 

 令和８年度新宿御苑展示工事等監理業務 

 

２．対象工事内容 

（１）対象工事件名 

  令和８年度新宿御苑日本館御殿造園工事（標識） 

（２）対象工事概要 

  標識整備 一式   

  詳細は別紙工事図面及び特記仕様書 

（３）工事場所 

  新宿区内藤町 11 新宿御苑地内 

 

３．履行期間 

契約締結日から令和９年３月 31日まで 

 

４．業務仕様 

 当該業務の特記仕様書は、造園工事（標識）編及び展示工事編の２つにより構成される。 

 本特記仕様書に記載されていない事項は、「自然公園等工事発注者支援業務共通仕様書」

（以下、共通仕様書と略す）による。業務内容となる共通仕様書 16 頁 2.2 を熟知すること。 

（１）打合せ 

  発注者と受注者において３回程度実施する。 

施工者を交えた工事定例会は当該打合せとは別とし、月１回程度の頻度で実施する。 

（２）業務体制 

  ①管理技術者：１人 

  ②担当技術者：１人 

  ③業務実施場所：新宿区内藤町 11新宿御苑地内 

  ④配置体制：担当技術者月に２人日以上、計 14人日現地に出張し、対象工事に係る業

務を行う。さらに、版下データの整合確認を７人日程度以上行う。 

⑤その他：対象工事の実施工程及び進捗等を踏まえ、配置体制を変更する場合がある。 

（３）有識者ヒアリング 

  標識の設置位置について、造園にかかる有識者２名程度のヒアリングを各２時間程度

で実施する。有識者には諸謝金 8,400円/時間及び交通費を支払うものとする。交通費は

設計変更によるものとする。 

（４）その他 

  標識全数の施工図及び版下データ新設７分類 82 基、・改修 10分類 120 基の誤植等の資

料及び現地調査による確認、現地での施工位置・施工状況の確認等を実施する。 

５．業務の実施 
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（１）適用基準 

  土木工事共通仕様書（国土交通省） 

土木工事施工管理基準（国土交通省） 

写真管理基準（案）（国土交通省） 

工事完成図書の電子納品等要領（国土交通省） 

新宿御苑作業規程（環境省 新宿御苑管理事務所） 

 

（２）貸与資料 

  ・対象工事設計図書、対象工事にかかる設計報告書 

（３）管理技術者等の資格要件 

管理技術者及び担当技術者の資格要件について、共通仕様書第１編１．５管理技術

者第５項及び１．６担当技術者の資格第１項記載以外のものは以下のとおりとする。

また、特記仕様書（展示工事編）Ⅱ１．管理技術者等の資格要件も満たすものとする。 

① 管理理技術者 

   ・一級建築士 

② 担当技術者 

   ・一級建築士 

   

６．成果物 

展示編と一体として作成すること。 

 

７．著作権等の扱い 

（１）成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下

「著作権等」という。）は、環境省が保有するものとする。 

（２）請負者は、自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使

しないものとする。 

（３）成果物の中に請負者が権利を有する著作物等（以下「既存著作物」という。）が含

まれている場合、その著作権は請負者に留保されるが、可能な限り、環境省が第三者

に二次利用することを許諾することを含めて、無償で既存著作物の利用を許諾する。 

（４）成果物の中に第三者の著作物が含まれている場合、その著作権は第三者に留保され

るが、請負者は可能な限り、環境省が第三者に二次利用することを許諾することを含

めて、第三者から利用許諾を取得する。 

（５）成果物納品の際には、第三者が二次利用できる箇所とできない箇所の区別がつくよ

うに留意するものとする。 

（６）納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、請負者が当該既存著作物の

使用に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

 

８．情報セキュリティの確保 

請負者は、下記の点に留意して、情報セキュリティを確保するものとする。 
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（１）請負者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施

方法及び管理体制について環境省担当官に書面で提出すること。 

（２）請負者は、環境省担当官から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性

の格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。 

 また、請負業務において請負者が作成する情報については、環境省担当官からの指

示に応じて適切に取り扱うこと。 

（３）請負者は、環境省情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対策の履

行が不十分と見なされるとき又は請負者において請負業務に係る情報セキュリティ事

故が発生したときは、必要に応じて環境省担当官の行う情報セキュリティ対策に関す

る監査を受け入れること。 

（４）請負者は、環境省担当官から提供された要機密情報が業務終了等により不要になっ

た場合には、確実に返却し又は廃棄すること。 

 また、請負業務において請負者が作成した情報についても、環境省担当官からの指

示に応じて適切に廃棄すること。 

（５）請負者は、請負業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を報

告すること。 

（参考）環境省情報セキュリティポリシー 

http://www.env.go.jp/other/gyosei-johoka/sec-policy/full.pdf 

 

９．その他 

（１）請負者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生じたとき、

あるいは本仕様書に記載のない細部については、環境省担当官と速やかに協議しその

指示に従うこと。 
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（別添） 

 

１．報告書等の仕様及び記載事項 

報告書等の仕様は、契約締結時においての国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律（平成 12年法律第 100 号）第６条第１項の規定に基づき定められた環境物品等の調達

の推進に関する基本方針の「印刷」の判断の基準を満たすこと。ただし、判断の基準を満

たす印刷用紙の調達が困難な場合には、環境省担当官と協議し、了解を得た場合に限り、

代替品の納入を認める。 

なお、「資材確認票」及び「オフセット印刷又はデジタル印刷の工程における環境配慮チ

ェックリスト」を提出するとともに、印刷物にリサイクル適性を表示する必要がある場合

は、以下の表示例を参考に、裏表紙等に表示すること。 

リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます。 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準にし

たがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製していま

す。 

なお、リサイクル適性が上記と異なる場合は環境省担当官と協議の上、基本 方針

（https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/net/kihonhoushi n.html）を参考

に適切な表示を行うこと。 

 

２．電子データの仕様 

電子データの仕様については下記によるものとする。ただし、仕様書において、下記とは

異なる仕様によるものとしている場合や、環境省担当官との協議により、下記とは異なる

仕様で納品することとなった場合は、この限りでない。 

 

（１）Microsoft 社 Windows11 上で表示可能なものとする。 

（２）使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。 

・文章：Microsoft 社 Word 

・計算表：表計算ソフト Microsoft 社 Excel 

・プレゼンテーション資料：Microsoft 社 PowerPoint 

・画像：PNG 形式又は JPEG形式 

・音声・動画：MP3形式、MPEG2形式又は MPEG4形式 

（３）（２）による成果物に加え、「PDF ファイル形式（PDF/A-1、 PDF/A-2 又は PDF1.7）」

による成果物を作成すること。 

（４）以上の成果物の格納媒体は DVD-R 又は CD-R（以下「DVD-R 等」という。仕様書にお

いて、DVD-R等以外の媒体が指定されている場合や、環境省担当官との協議により、DVD-R

等以外の媒体に格納することとなった場合は、この限りでない。）とする。業務実施年

度及び契約件名等を収納ケース及び DVD-R等に必ずラベルにより付記すること。 

（５）文字ポイント等、統一的な事項に関しては環境省担当官の指示に従うこと。 
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３．その他 

成果物納入後に請負者側の責めによる不備が発見された場合には、請負者は無償で速やか

に必要な措置を講ずること。 

 













































 

 

令和８年度新宿御苑展示工事 

（設計図） 

 

 

 

令和８年６月 

環境省自然環境局新宿御苑管理事務所 
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}C::K ,-E~�ÄÅÇÉPQ#C:K

Ñ?~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#

ÑC:9: ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#C:

ÑC:9K ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#CK

ÑC:9V ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#CV

ÑC:9W ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#CW

ÑC:9w ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#Cw

ÑC:9D ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#CD

ÑC:9R ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#CR

ÑC:9h ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#Ch

ÑC:9o ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#Co

ÑC::9 ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#C:9

ÑC::: ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#C::

ÑC::K ,-E~�ÄÅÇÉãåGHÖÜ#C:K

B?FGH#

BC:9: ,-EFGHIJ#C:

BC:9K ,-EFGHIJ#CK

BC:9V ,-EFGHIJ#CV

BC:9W ,-EFGHIJ#CW

合同会社わくわくデザイン

工事名称

図面名称

事務所名

年月日

会社名

図面番号

公園名称

照
査

設
計

設
計

縮
尺

照
査

環境省新宿御苑管理事務所

令和8年3月

新宿御苑

令和８年度新宿御苑展示工事

-図面リスト

001



N

縮尺	1:4,000

0 80m

合同会社わくわくデザイン

工事名称

図面名称

事務所名

年月日

会社名

図面番号

公園名称

照
査

設
計

設
計

縮
尺

照
査

環境省新宿御苑管理事務所

令和8年3月

新宿御苑

令和８年度新宿御苑展示工事

図示案内図

002

旧洋館御休所
(既存展示撤去及び新規展示設置)

温室
(既存展示撤去及び新規展示設置)

(新規展示設置)
森の家

発券所　大木戸門
(既存サイン撤去及び新規サイン設置)

発券所　千駄ヶ谷門
(既存サイン撤去及び新規サイン設置)

発券所　新宿門
(既存サイン撤去及び新規サイン設置)

管理事務所
(新規サイン設置)
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